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研究要旨 
１）2017年度にわが国の中高生の飲酒及び喫煙行動を明らかにするための全国調査を実施した。中高生
の飲酒頻度および喫煙頻度は前回調査と比較しても減少していた。週飲酒率、月喫煙率、毎日喫煙率は、
極めて頻度が低くなっていた。飲酒者の中に多量飲酒者やビンジ飲酒者（機会大量飲酒者）が一定割合
含まれていること、多くの飲酒者や喫煙者がアルコールやタバコを自ら購入できていること、ノンアル
コール飲料の使用頻度が高いこと、中高生がアルコールハラスメントの被害を受けていること、新型タ
バコの頻度が紙巻タバコに近いくらいあること、値段・年齢確認・自販機の制限は入手困難性を上げて
いると考えられたこと、受動喫煙の曝露頻度が高く家庭外での頻度が減っていないこと、睡眠障害の頻
度が相変わらず高いこと、インターネットの過剰使用の割合が大きく増加したこと等が結果の特徴であ
った。
２）わが国の成人の飲酒行動に関する全国調査：2018年5月には成人の飲酒行動に関する全国調査の結果
が納品され、集計解析を実施し、調査主体のAMED研究班に結果を報告した。2018年全国調査で、男性のA
UDIT12点以上、1日40g以上の飲酒者の割合が2013年に比較し有意な減少を認めた。機会大量飲酒（30日
以内に、1回純アルコール60g以上飲酒）者割合は男女計で増加を認めた。
３）国内外の減酒支援についてのエビデンス、介入の実施方法等について文献収集し、エビデンスを整
理し、研究班員の協議により日本に適した減酒支援プログラムを開発し、介入手順、介入媒体、ベース
ライン・半年後・1年後調査票、調査回答用スマホアプリ、飲酒日記のスマホアプリを開発した。鳥取県、
島根県の協力の得られた事業所の従業員を対象に、産業保健現場で保健師が介入するSBIを実施すること
で、飲酒習慣が改善するかどうかを検証するために介入研究無作為化比較試験（Randomized Controlled
 Trial）を実施した。5つの事業所の従業員2,276名の不適切な飲酒のスクリーニング（AUDIT）結果を参
照し、8点以上を示した380名のハイリスク飲酒者に対して参加協力を呼びかけ、2019年1月から12月の期
間に351名から研究参加の同意が得られた。研究班で作成したワークシートによる通常版の節酒支援（15
分程度）もしくは、短縮版の節酒支援（5分程度）による介入群とリーフレット（コントロール群）提供
の対照群の3群に無作為に割り付け、介入効果を検証した。協力の得られた5つの企業、2,276名において、 
AUDITの結果を見ると約22％がハイリスク飲酒者疑いと判断された。参加同意の得られた集団は均等に割
り付けられ、40-50歳代であり、ほとんどは男性で、9割以上が週3日以上飲酒し、7割以上が30日以内に
機会大量飲酒を経験していた。直近の174例の分析では、通常版介入群で48.8g/週の飲酒量の減少がみら
れた。また、飲酒頻度の改善効果は認められないが、機会大量飲酒者の割合の減少が通常版と短縮版の介
入群で認められた。産業保健現場でのSBIの実施はプライマリケアなどの医療の現場よりも若年の集団に
対して予防効果が期待され、企業や地域の健康指標を改善し、アルコールによる害を減らす重要な戦略の
一つとなる可能性がある。 
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A．研究目的 
健康日本21（第二次）では、未成年者の喫煙率

や飲酒率を0にするという目標があるが、その評価
のためには、ベースライン値になっている調査と
同様の方法でモニタリングする必要がある。本
申請グループは1996, 2000, 2004, 2007、2008, 
2010、2012、2014年の全国調査を実施してきて
おり（Osaki Y, 2008, 2009）、ノウハウが蓄積
されている。平成29年度の全国調査の実施により、
わが国の中高生の喫煙・飲酒行動の実態が明らか
になり、目標値に対する評価が実施でき、現時点
での課題を明らかにできる。また、成人飲酒の目

標値（生活習慣病のリスクを高める飲酒をする者
の割合）もあるが、本グループが2003、2008、2
013年に実施してきた成人の飲酒行動に関する全
国調査(Osaki Y, 2016)と同様な調査を実施しな
いと達成度を評価できない。平成30年度の全国調
査の実施により成人飲酒行動の実態がわかり、そ
れまでの対策の評価ができ、課題を明らかにでき
る。

アルコール健康障害対策基本法による基本計
画策定によりスクリーニングによる問題飲酒者
の特定と減酒支援（ブリーフインターベンショ
ン）の実施が求められる状況になった。平成25年
度より特定保健指導においてアルコール使用障
害同定テスト（AUDIT）にもとづくブリーフイン
ターベンション（BI）を実施するようプログラム
で推奨されているが、実際に現場で実施されてい
るかは不明であるため、特定健康診査や保健指導
場面でのAUDITの実施とそれに続くBIの実施実態
を明らかにし、実施の障害についても調査する。
欧米諸国では複数の無作為化比較試験によりプ
ライマリケア現場におけるBIの減酒効果が検証
されている（コクランデータベース、2007）が、
わが国におけるBIの効果についてのエビデンス
がない状況での政策の開始になっている点は課題
である。本研究では、文献レビューによりエビ
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デンスが検証されたBIプログラムを収集し、わが
国のBIの見直しを行い、その際忙しい現場で採用
可能な短縮版の作成も行う。平成30-31年度にか
け、プライマリケアセッティングでの通常版と短
縮版の介入効果を検証する無作為化比較試験を
実施する。また協会けんぽの健診後の事後指導を
用いた中小企業での短縮版BIの効果の検証も試
み、健康診断や保健指導の現場で実現可能な介入
方法を提唱する。

本研究の目的は、
１）わが国の中高生の飲酒及び喫煙行動とその関
連要因を明らかにし、実態と課題を明らかにする
こと。健康日本21（第二次）の評価指標を提出す
ること。中高生の生活習慣に関する新たな課題
を明らかにすること。
２）成人の飲酒行動の全国調査の調査内容案に関
わり、調査結果を集計すること。
３）地域保健または職域保健で活用可能な生活習
慣病のリスクを高める飲酒を減らすための簡易
介入方法を開発し、その効果を介入研究の手法を
用いて検証すると、である。我々は働き盛りの従
業員を対象に、産業保健現場で保健師が介入する
SBIを実施することで、飲酒習慣が改善するかど
うかを検証するために介入研究無作為化比較試
験（Randomized Controlled Trial）を実施した。 

B．研究方法 
１）中高生の喫煙及び飲酒行動に関する全国調
査：
調査対象および調査内容

調査デザインは断面標本調査であった。2017
年度調査は全国の中学校および高等学校（全日制
の私立・公立高校）を対象とした。2017年５月１
日現在の我が国の学校名簿である2017年全国学
校総覧に登録されている中学校10,325校、高等学
校4,907校のうち中学校98校、高等学校86校を抽
出して調査を行った。今までの調査より抽出学校
数が2割前後少ないのは予算に限度があったから
である。調査時期は2017年12月～2018年２月末
であった。抽出方法は１段クラスター比例確率抽
出であった。比例確率抽出とは生徒数により抽出
確率が変わるというものである（生徒数が多いほ
ど抽出されやすくなる）。調査対象は、抽出され
た学校の生徒全員である。
中学校は48校（回答率49％）、高等学校は55校（回
答率64％)、合計103校(56％)から協力が得られた。
調査票は64,417通（中学22,275通、高校42,142通）
から回答があった。すべての項目が無回答の者に
加え、学年と年齢の両方が無回答の者2名を除き、
64,329通を解析対象とした。 
調査は、鳥取大学医学部の倫理審査を経て実施さ
れた。
調査内容

2017年度の内容は、過去に我が国や諸外国で行
われた未成年者の喫煙及び飲酒行動に加え、生活
習慣に関する調査内容を参考にして決定した。中
高生において重要な生活習慣であること、頻度が
多いと推定されること、わが国の特徴を勘案する
こと、等をふまえて調査内容を決定した。

飲酒行動、ノンアルコール飲料の使用、喫煙行
動、紙巻、加熱式、電子タバコの使用状況、睡眠
障害の実態、インターネットの過剰使用の実態な

どを主な内容とした。
調査の手順
抽出学校の学校長宛に調査の協力を依頼する

文書と共に在校生と全数分の調査票を送付した。

調査の協力を受諾した学校は、各教室内で担任が

調査票を配布して調査を行った。中学校は調査に

先立ち保護者に調査を実施を旨を伝えた。生徒は

自記式無記名の調査票を記入直後、各自に同時に

配布された糊付き封筒に調査票を封入した。調査

に際しては、喫煙や飲酒を肯定したり、否定した

りする発言をしないこと、生徒の調査票記入中に

席を回ったり、のぞき込んだりしないこと、調査

開始時にこれはテストではないのでありのまま

を書くように言うこと、先生は封を開けないので

プライバシーは守られると言うことを教師に守

ってもらうように調査の実施手引きを配布した。

教師は封筒を回収し、封を開けないままに宅急便

にて研究分担者のいる日本大学医学部に返送し

てもらった。

集計方法
集計はSPSS for Windows version 25（日本I

BM)を用いて行った。基本集計は、性別、学年別
に行った。学年別の回答数が異なっているので、
中学および高校での率は、文部科学省による201
7年学校基本調査の結果の性別、学年別生徒数（中
学校および高等学校）の全国生徒数を用いて年齢
調整（学年調整）を行った。
 飲酒経験者率は、場面別飲酒経験のどれか１つ
の場面の飲酒でも経験した者を「経験あり」とし
た。この30日間に1日でも飲酒した者を月飲酒者
とした。これを中高生の現在飲酒者と定義した。
同じ質問で毎日飲酒した者を毎日飲酒者とした
が該当数が極めて少なかったので、習慣的飲酒に
ついての変数として、毎週飲酒する者（「週末ご
と」または「週数回」または「毎日」と回答した
者）を週飲酒者とした。
 喫煙行動は、今回初めて「紙巻タバコ」、「加
熱式タバコ」および「電子タバコ」を分けて質問
した。従来の喫煙の指標と比較したのは、紙巻タ
バコであった。いぞれのタイプの喫煙も経験を訪
ねる質問で「ある」と回答した者を経験者とした。
月使用者もそれぞれこの30日間の使用日数をた
ずねた質問で1日でも使用した者を月使用者とし、
毎日（30日）使用した者を毎日使用者とした。 
インターネットの過剰使用に関しては、Young

の8項目によるスクリーニングテストを用いた

（質問65の１）から８））。5項目以上該当した

者を「病的使用者」とし、3-4項目該当した者を

「不適応使用者」とし、それより該当数が少ない

者を「適応使用者」とした。

２）わが国の成人の飲酒行動に関する全国調査：

2018年5月には成人の飲酒行動に関する全国調査

の結果が納品され、集計解析を実施し、調査主体

のAMED研究班に結果を報告した。 

３）事業所従業員における生活習慣病のリスクを
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高める飲酒をしている者に対する減酒支援プロ

グラムの開発と、AUDITによるスクリーニングに

続く減酒支援介入の効果検証：
国内外の減酒支援（BI）についての論文を検

索・収集し、エビデンスレベルの高い研究のまと
め、エビデンスが確認されている介入方法の手順
や内容を把握した。わが国で実施可能な減酒支援
プログラムを研究班のメンバーの協議を経て作
成した。減酒支援ツールの作成、ベースライン、
半年後、1年度の調査票作成を行い、倫理審査申
請書を作成・提出し、倫理審査を経て2018年7月
に承認された。鳥取県の協会けんぽの傘下の中小
企業従業員を対象に協会けんぽの保健師・栄養士
による減酒支援を開始するための、交渉、説明、
研修会を繰り返したが職場内における個人情報
の保護の方法、対象者への同意取得等がネックと
なり介入研究の実施が不可能になった。鳥取県及
び島根県の事業所、自治体職員等を対象にAUDI
T実施後の減酒支援を研究代表者・分担者および
大学で雇用した保健師・看護師により実施するこ
ととした。AUDITの実施は2018年11月から、減
酒支援は、同12月から開始できた。 
鳥取県、島根県の5つの事業所に参加を呼び掛

け、各事業所に努める従業員を対象とした。事業
所健診の一環として自己記入式のAUDITを実施
している事業所に連絡を取り、各施設の健康管理
スタッフや衛生担当者を訪問して研究の詳細に
ついて説明を行い、事業所の管理者と保健・衛生
スタッフの理解と同意を得た。

20歳以上で意思表示がしっかりでき、AUDIT
で8点以上のものを対象にした。75歳以上、前年
までにアルコール依存症の治療プログラムに参
加しているもの、過去12か月にアルコール離脱症
状を認めるもの、過去3か月以内に主治医等から
飲酒行動に関する指導を受けているもの、妊娠中
のもの、自殺企図の症状がみられるものは対象か
ら除外した。それぞれの企業の健康管理責任者は
従業員に参加を呼び掛けることに同意した。2段
階の同意取得の工程を経た。まず健康衛生管理担
当者が参加対象者の条件を確認し、対象者の候補
を選定した。選定基準に合致する従業員は研究ス
タッフから口頭及び文書を持って説明を受けた。
署名付きの文書でインフォームドコンセントを
確認した。同意を得られたものが初回アンケート
に回答した。研究スタッフがアンケートの回答の
完成を確認した後に、割り当てられた3つのうち
のいずれかの介入を行った。

無作為割り付けは個人単位で行った。包含基準
を満たした研究協力者はコンピューターで発生
した乱数をもとに3群に割り付けられた。 
看護師の資格を有し、協力が得られた医療従事

者が研究参加者に対して簡易介入を行った。研究
開始前にそれらの医療従事者はアルコール簡易
介入の研修を受けた。プログラムではAUDITの基
本的知識、どのように問題飲酒者に接するかのや
り取りの基礎を学習した。
・リーフレット提供群（対照群）

対照群は初回アンケートの記入後に自身のAU
DITの結果について説明をし、その後研究班で作
成したリーフレットを手渡した。
・標準介入群

標準的な介入方法を用いたこの介入群には約1

5分間の飲酒行動に関するアドバイスやカウンセ
リングを提供した。介入は研究班で作成したワー
クシートをもとに行った。介入場面ではワークシ
ートに記された6つの課題を完遂するように努め
た。ワークシートの内容は、認知行動療法、AUD
ITの説明と結果のフィードバック、飲酒のメリッ
ト・デメリット、飲酒行動に対する目標設定、多
量飲酒になりそうな状況の対処方法などを含ん
でいる。
・短縮介入群

このグループでは、5分間に集約した簡易介入
を行った。上記の通常版介入群と同じワークシー
トを用いて、6個の課題のうち最低3つ程度を完遂
することを目標として介入を行った。
各介入は研究参加のリクルートの際に1度だけ

行った。すべての研究参加者には、研究班で開発
した飲酒日記と自己学習資料を有したスマート
フォンのアプリを紹介した。

主要評価項目は介入から半年後の1週間当たり
の純アルコール換算した飲酒量（グラム/週）に設
定した。自己記入式調査票を用いて、飲酒の頻度、
過去30日の機会大量飲酒の有無、普段の飲酒量を
聴取し、初回、半年後、1年後でそれぞれ評価し
た。「機会大量飲酒」は1回あたりに純アルコー
ル換算で60g以上の飲酒をすることと定義した。

サンプルサイズ計算は個人レベルでの主要評
価項目の効果量（介入から半年後のアルコール摂
取量の変化量）をもとに計算した。過去のプライ
マリケア現場での研究を集約したメタアナリシ
スにおいて、効果量は純アルコール換算で40グラ
ム/週程度であると示されている。既存文献の週ア
ルコール摂取量の標準偏差を参照し、5％の有意
確率で80％の検出力の条件で上記効果量の有意
差を両側検定で検知すると仮定して、各介入群、
対照群にそれぞれ100人の被験者が必要と見積り、
計300人が必要と判断した。研究班の過去の経験
や職場での類似研究の脱落率を加味して10％が
脱落することを考慮して最終的に各群110例、合
計で330例の被験者を確保することを目標とした。 
統計分析

AUDIT回答者の、飲酒すると答えたもののAU
DIT点数の分布を観察した。次にAUDIT8点以上
のものについて、AUDIT点数の分布、各項目の頻
度、性別年齢階級別特徴を集計した。次に、研究
参加者のベースラインデータを集計し、各群の比
較を行った。半年後の追跡データを用いて、各群
での介入前後の効果量の比較を行い、効果を認め
た群では対応のあるt検定を用いて介入前後の有
意差を検証した。飲酒頻度や過去30日の機会大量
飲酒の割合について、各群間での変化を検証した。 

（倫理面への配慮）

中高生の喫煙及び飲酒行動に関する全国調査

は、2017年12月18日に鳥取大学医学部倫理審査

委員会により承認されている。

減酒支援の介入研究では、20歳以上の事業所従

業員や大学生を対象とし、スクリーニング・アン

ケート調査である得点以上の者に対して、研究の

趣旨を説明し、書面による同意を得られた者のみ

を対象にアンケート調査と口頭による減酒指導

介入を行うもので、2018年7月12日に鳥取大学医
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学部倫理審査委員会で承認されている。

C．研究結果 
１）中高生の喫煙及び飲酒行動に関する全国調査

調査デザインは断面標本調査であった。全国の
中学校10,325校、高等学校4,907校のうち中学校9
8校、高等学校86校を抽出して調査を行った。調
査時期は2017年12月～2018年２月末であった。
抽出方法は１段クラスター比例確率抽出であっ
た。調査対象は、抽出された学校の生徒全員であ
る。中学校は48校（回答率49％）、高等学校は5
5校（回答率64％)、合計103校(56％)から協力が
得られた。調査票は64,417通（中学22,275通、高
校42,142通）から回答があった。すべての項目が
無回答の者に加え、学年と年齢の両方が無回答の
者2名を除き、64,329通を解析対象とした。調査
は、鳥取大学医学部の倫理審査を経て実施された。 

①飲酒行動
2017年の調査では、前回調査（2014年）と比

較し、男女、各学年ともに飲酒経験者率、月飲酒
者率、毎週飲酒者率いずれも減少した。飲酒経験
者率は、中学で16.2％（男子17.1％、女子15.3％）、
高校で29.4％（男子30.3％、女子28.5％）であっ
た。月飲酒者率は、中学で2.8％（男子3.2％、女
子2.4％）、高校で7.0％（男子7.7％、女子6.3％）
であった。週飲酒者率は中学で0.4％（男子0.5％、
女子0.4％）、高校で1.7％（男子2.0％、女子1.3％）
であった。男女差をみると、男子のほうで頻度が
高かったが、喫煙率と比べると男女差は小さかっ
た。

②喫煙行動
今回の調査からは、紙巻タバコ、加熱式タバコ、

電子タバコの別に使用状況を尋ねた。紙巻タバコ
の喫煙頻度を従来の喫煙頻度と比較した。紙巻タ
バコの喫煙経験者率は、学年があがるにつれ増加
し、女子より男子で高かった。以前の調査と比較
し、経験者率は減少傾向にあった。３つの形態の
タバコの使用頻度をみると、紙巻タバコは、経験
者率が中学で2.6％（男子3.1％、女子2.1％）、高
校で5.1％（男子6.9%、女子3.3％）であった。月
喫煙者率は中学で0.6％（男子0.7%、女子0.5％）、
高校で1.5％（男子2.0％、女子0.9％）であった。
毎日喫煙者率は、中学で0.1％（男子0.2％、女子0.
1％）、高校で0.5％（男子0.7％、女子0.2％）で
あった。調査開始時に比べると月喫煙者率、毎日
喫煙者率は極めて減少した。加熱式タバコの経験
者率は、中学1.1％（男子1.3％、女子0.9％）、高
校で2.2％（男子2.9％、女子1.4％）であった。月
喫煙者率は中学0.5％（男子0.6％、女子0.4％）、
高校で0.9％（男子1.2％、女子0.6％）であった。
毎日喫煙者率は、中学で0.1％（男子0.1％、女子0.
1％）、高校で0.1％（男子0.1％、女子0.0％）で
あった。電子タバコの使用経験者率は、中学で2.
1％（男子2.4％、女子1.7％）、高校で3.5％（男
子4.9％、女子2.1％）であった。月使用者率は、
中学で0.7％（男子0.8％、女子0.5％）、高校で1.
0％（男子1.5％、女子0.5％）であった。毎日使用
者率は、中学で0.1％（男子0.1％、女子0.1％）、
高校で0.1％（男子0.1％、女子0.1％）であった。 

③睡眠障害
この30日間の睡眠の質の自己評価をみると、男

女とも「かなり良い」が多く、次いで「かなり悪
い」が多かった。「かなり悪い」割合は、女性で
やや高く、学年があがるにつれ増加傾向にあった
が、高校3年では2年より割合が低かった。この3
0日間の平均的睡眠時間をみると、男女とも6時間
以上7時間未満が多く、次いで男子は5時間未満、
女子は5時間台であった。睡眠時間が短い傾向は
学年があがるにつれ強くなった。この30日間の入
眠困難の頻度をみると、男女とも「時々あった」
が多く、学年があがるにつれ多くなった。この30
日間の中途覚醒の頻度をみると、「まったくなか
った」が多く、次いで「時々あった」であった。
「時々あった」は中学より高校で、男子より女子
でやや高かった。この30日間の早朝覚醒の頻度を
みると、「まったくなかった」が多かったが、「時々
あった」が10%強認められた。中学より高校でや
や多い傾向が認められた。

④インターネットの過剰使用
この30日間の平日のインターネットの使用時

間をみると、男女とも2時間未満（1時間台）が多
いが、高校になると4時間台が多くなり、5時間以
上もかなり多くなった。女子のほうがやや使用時
間が長い傾向にあった。休日の使用時間をみると、
4時間台が多くなり、次いで5時も多かった。しな
い人はほとんどなく、多くの中高生が長時間使用
していた。インターネットの病的使用者をスクリ
ーニングする8項目からなるスクリーニングテス
トの結果を同じスクリーニングテストを用いた2
012年の調査結果と比較すると、2017年度では、
不適応使用者（3-4点）および病的使用者（5点以
上）の割合が、中高、男女とも顕著に増加してい
た。男子よりも女子で割合が高かった。
病的使用者（YDQ5点以上）の割合は、2017年

の中学では12.4％（男子10.6％、女子14.3％）、

高校では16.0%（男子13.2％、女子18.9％）であ

った。2012年の結果を2012年の学年別生徒数を

使い調整すると中学では6.0％（男子4.4％、女子7.
7％）、高校では、9.4％（男子7.6％、女子11.2％）

であった。中学では倍増していた。不適応使用者

（YDQ3-4点）の割合は、2017年の中学では、21.
8％（男子20.8％、女子22.9％）、高校では、27.
1％（男子24.3％、女子29.9％）であった。2012
年では中学は13.7％（男子11.7％、女子14.9％）、

高校では、19.0％（男子15.9％。女子21.1％）で

あったから、こちらも大幅に増加した。すなわち、

2点以下の適応使用者が大幅に減ったことになる。 

⑤新型たばこ

電子たばこの経験者率と現在使用率（この30日
間に1日でも使用した者の割合）の年齢調整率は、

中学校ではそれぞれ、2.1％と0.7％、高校では3.
5％と1.0％であった。紙巻たばこでは、中学校で

2.6％と0.6％、高校で5.1％と1.5％えあった。加

熱式たばこの使用率は他の製品に比べて低く、中

学校では1.1％と0.5％、高校では2.2％と0.9％で
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あった。3つの製品を組み合わせて検討したとこ

ろ、複数の種類を使用した者が多数確認された。

中高生の1.8％は、この30日間で、3つの製品のい

ずれかを1日でも使用した者であった。 多変量解

析により、新型たばこ（加熱式または電子）使用

の危険因子は、紙巻たばこ使用と同じだった。し

かし、新型たばこを使うが紙巻タバコを使用しな

い人は、クラブ活動に参加していなく、大学等進

学希望のある者であった。 紙巻使用者は、自宅

で受動喫煙にさらされ、アルコールを飲む者であ 

った。

⑥その他の生活習慣

主観的幸福感のスコアが様々な睡眠障害（不眠

症、短時間睡眠、悪い睡眠の質）の有病率と強く

関連していた。多変量ロジスティック回帰分析の

結果から、主観的幸福感スコアと各睡眠問題との

間に量反応関係が観察された。

２）成人の飲酒行動に関する全国調査：

2018年全国調査で、男性のAUDIT12点以上、1
日40g以上の飲酒者の割合が2013年に比較し有意

な減少を認めた。機会大量飲酒（30日以内に、1
回純アルコール60g以上飲酒）者割合は男女計で

増加を認めた。

３）事業所従業員における生活習慣病のリスクを

高める飲酒をしている者に対する減酒支援プロ

グラムの開発と、AUDITによるスクリーニングに

続く減酒支援介入の効果検証：

アルコール関連問題に関する対策としてブリ

ーフインターベンション（BI）はエビデンスのあ

る対策として世界的に普及している。BIの対象者

は、NIAAAでの週飲酒量14drink（男性）、7dri
nk(女性)や、健康日本21での生活習慣病のリスク

のある飲酒（純アルコール換算男性40g/日、女性

20g/日）や、AUDITで8点~10点を超えたものが

対象となっていた。スクリーニングには簡易版の

AUDIT-Cも用いられ、アルコール使用障害のカ

ットオフポイントとしては、男性5点、女性4点で

あった。その他、NIAAAでは過去1年間の5drink
(男性)、4drink(女性)以上の飲酒頻度についての質

問もスクリーニングに用いている。介入方法は、

面談、パンフレット、IT機器など多種に亘る。一

回より複数回の介入が減酒効果が高まり、効果も

持続することが示されている。介入時間は、5分
を超えた方が効果的だが、20分を超えるBIとの差

は見られなかった。通常のBIのほかに、より簡略

化した、10分未満のUltra-BIについても救急室な

どのプライマリー・ケア領域で提案されており、

飲酒量の低減や、binge drinkingの減少が報告さ

れている。BIのガイドラインとしては、①NIAA
Aによるガイドライン：動機づけ面接の技法を用

いたアルゴリズムに基づく介入、男性5drink、女

性4drink以下にするための目標と計画の設定、教

材の提供を行う、②NICEガイドライン：認知療

法、行動療法などを用いた毎週60分、12週のセッ

ション、③HAPPYプログラム：肥前精神医療セ

ンターが開発し、無関心期の多量飲酒者を対象者

に健康教育と情報提供、介入がセットとなったプ

ログラムで他のBIに比べ教育を重視、④特定保健

指導での減酒支援：特定保健指導対象者でAUDI
T8点~14点の者を対象にした減酒指導で、FRAM
ES、飲酒目標設定、飲酒日記を重視、等が提案さ

れている。
国内外のエビデンスの収集をもとに、減酒支援

の介入ツールを作成した。無作為比較試験（ラン
ダムに介入群と対照群に割り付け）のデザインで
減酒支援の効果測定をするための研究を開始し
た。評価のためのベースライン、半年後、1年後
調査票の作成、倫理審査、介入体制の整備、同意
取得のための説明文書やツール作成を行った。

協力の得られた5つの企業、2,276名において、

AUDITの結果を見ると約22％（505名）がハイリ

スク飲酒者疑いと判断された。採用基準と除外基

準から125名が除外され、380名が研究への参加同

意の意向を示した。その後、詳細な説明をしたの

ち29名が同意を撤回し。351名が研究への参加を

承諾した。これを通常介入群、短縮介入群、対照

群の3群にランダムに割り付け、対照群112名、通

常介入群127名、短縮介入群112名となった。3群
で、性、年齢、教育年数、AUDIT平均点数、1週
間のアルコール摂取量、飲酒頻度、30日間の機会

大量飲酒、現在喫煙の指標において有意差は認め

られなかった。研究に参加した集団は、40-50歳
代であり、ほとんどは男性で、9割以上が週3日以

上飲酒し、7割以上が30日以内に機会大量飲酒を

経験していた。

半年後の結果が得られている、174名（通常介

入群60名、短縮介入群58名、対照群56名）の結果

をみると、ベースラインと半年後の週飲酒量（純

アルコールグラム数）は、通常介入群で、283g
から234gへ、短縮介入群で、251gから262gへ、

対照群が284gから286gへと変化した。通常介入群

が有意に飲酒量が減少し、減少量は週あたり49g
であった。

飲酒頻度週3回以上の者の割合に3群間で差は

みられず、半年後にも改善はみられなかった。30
日以内の機会大量飲酒の割合を見ると、通常介入

群で26％、短縮介入群で16％の減少がみられたが、

対照群では改善がみられず、むしろやや増加して

いた。

D．考察 
１）中高生の喫煙及び飲酒行動に関する全国調査

今回2014年以来の中高生の飲酒行動、喫煙行
動、睡眠障害、インターネットの過剰使用に関す
る全国調査を実施、その実態を明らかにした。前
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回までと比較して、今回は大きな変化が確認され
た。

中高生の飲酒頻度と喫煙頻度は着実な減少
が確認された。飲酒経験率、月飲酒率や喫煙経験
率は今までの直線的な減少傾向が続いていたが、
週飲酒、月喫煙、毎日喫煙などはかなり頻度が低
くなっており、下げ止まりのようにも見える。い
ずれにしても将来のわが国の成人の健康問題を
予測するうえでは良い傾向である。
 飲酒者の中に多量飲酒者やビンジ飲酒者（機

会大量飲酒者）が一定割合含まれていること、多
くの飲酒者や喫煙者がアルコールやタバコを自
ら購入できていること、ノンアルコール飲料の使
用頻度が高いこと、中高生がアルコールハラスメ
ントの被害を受けていること、新型タバコの頻度
が紙巻タバコに近いくらいあること、値段・年齢
確認・自販機の制限は入手困難性を上げていると
考えられたこと、受動喫煙の曝露頻度が高く家庭
外での頻度が減っていないこと、睡眠障害の頻度
が相変わらず高いこと、インターネットの過剰使
用の割合が大きく増加したこと等が結果の特徴
であった。
日本における中高生の喫煙率と新型たばこの

使用の現状に関する研究では、従来のタバコと新

型タバコの使用者の社会経済因子が異なってい

る可能性が示された。新型たばこは、日本の中高

生に普及してきている。併用が一般的であり、そ

して加熱式たばこ使用は従来の喫煙と有意に関

連している。また、新型たばこは、従来の喫煙者

と異なる社会経済的グループを喫煙に誘い込む

ことが示唆された。新型たばこの健康への影響は

十分に明らかになっていない。今後、新型たばこ

が従来の紙巻きタバコの使用に対する「ゲートウ

ェイ」であるのか、それとも禁煙や害軽減への解

決策であるのかも明らかにするべきである。市場

の変化を考慮に入れた継続的なモニタリングは、

今後の喫煙対策を検討するうえで重要である。 

 主観的幸福感の関連要因に関する研究では、主

観的な幸福感に性差がある、学校生活への不満は

主観的な不幸感と強い関連がある、食事や睡眠、

インターネット使用のような日常生活の習慣が

主観的幸福感が低い人で良くないことが明らか

になった。
幸福感は男性で高く、学年とはあまり関係がな

かった。朝食毎日摂取と幸福感とは正の関連が認
められた。受動的なクラブ活動はクラブ活動に参
加しないことに比べて不幸に関連することを示
した。飲酒や喫煙と主観的な不幸感の関連を見い
だせなかった。悪い睡眠の質と主観的幸福感との
間に負の関連性を認めた。インターネットの過剰
使用と不幸との間に正の相関を見出した。インタ
ーネット過剰使用は一時的な楽しみを得られる
も、長期的には主観的な幸福感の有意なサプレッ
サーとして報告されている。学校生活が楽しくな
いことと主観的な不幸感との間に極めて強い正
の関連、また進学希望があることと不幸との間に
負の関連があることを見出した。主観的な不幸感
と低い精神的健康度との間に有意な正の相関関
係を示した。このように、日本の中高生における

主観的な不幸感は日常生活の過ごし方と強く関
連しており、学校関係者や保護者は生徒に対して、
日常生活での適切な過ごし方を教育する必要が
あると示唆された。

２）成人の飲酒行動に関する全国調査

2003年調査以降、男性では生活習慣病のリスク

が高まる飲酒、問題飲酒（AUDIT12点以上）の

減少がみられた。一方で、機会大量飲酒/ビンジ飲

酒や女性、特に若い女性の飲酒については、今後

の動向に注意し、モニタリングの継続、知識の普

及啓発、社会環境へのアプローチといった対策が

必要である。アルコール依存症だけでなく、身体

疾病や事故などの外傷、社会的な問題、他者への

危害といった様々な観点から、アルコール関連問

題への対策が重要であり、日本における個々の事

象へのアルコール寄与を確立していくことも求

められる。

３）事業所と大学生における保健指導の機会を利
用した減酒支援プログラムの介入効果検証に関
する研究；
国内外の既報の収集、研究班員間での協議、対

象事業所などと相談を重ね、実現可能な介入研究
（無作為化比較試験）の研究方法、研究手順を確
立した。
 わが国では、無作為化比較試験の実施が先進国
の中でも立ち遅れており、本研究のような非薬物
療法である生活習慣介入における介入研究の実
績が極度に乏しい。このような研究を開始できた
ことは、この点で意義が深いと考える。

今後研究が進み、介入の効果が評価されれば、
介入内容についての考察、介入方法の標準化に対
する考察ができると考える。研究対象の確保に苦
慮したおかげで、研究の各手順における研究への
参加しやすさも改善できた。同意取得のための音
声付きスライド、スマートフォンでのアンケート
回答アプリ、飲酒日記アプリ、謝礼（1回のアン
ケート回答にQUOカード1000円分）等である。
研究実施の過程で協会けんぽの保健スタッフに
よる特定保健指導の中に研究を組み込む当初の
案では、同意取得と今までに経験がない減酒支援
への障害感により実現が困難であった。日常活動
に減酒支援を実装するには、その点が課題である
が、日常活動の場合は、研究の説明、同意取得は
必要ないため、今回の手順や方法は今後日常活動
（健診やその事後指導や産業保健活動）に導入は
十分に可能だと考えられる。

今回の研究は、日本における初めてのスクリー
ニングを伴った、産業保健現場における比較的大
規模なSBIの効果検証のための研究であり、日本
の産業保健現場で働く医療従事者に非常に重要
な研究である。協力の得られた5つの企業におい
て、飲酒者1,790名のAUDITスクリーニングの結
果を見ると約29％がハイリスク飲酒者疑いと判
断された。参加同意の得られた351例の集団は均
等に割り付けられ、40-50歳代であり、ほとんど
は男性で、9割以上が週3日以上飲酒し、7割以上
が30日以内に機会大量飲酒を経験していた。この
ようにわが国の事業所で働く従業員のかなりの
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割合が減酒支援の対象者になりうることがわか
る。
追跡データが解析できる174例の分析では、通

常版介入群で48.8g/週の飲酒量の減少がみられ、
この結果はプライマリケア現場での介入研究を
分析したコクランレビューに相当する結果であ
った。また、飲酒頻度の介入効果は認められなか
ったが、通常版と短縮版の介入群で機会大量飲酒
者の割合の減少が認められた。
 今回の職域での介入研究は研究参加者の追跡

が行いやすく、脱落率が低い可能性があり大きな

利点である。また、事業所健診のデータが入手で

きるため、血液データなどの客観的な指標を効果

検証に用いることが可能である。本研究は、スク

リーニング結果に基づいたサブグループ分析、週

飲酒量、飲酒関連問題、医療機関受診、健康関連

QOLなど幅広い項目を副次評価項目として含ん

でおり、SBIの幅広い効能の参考資料を提供する

消費量の測定方法が比較的頻繁に用いられてい

る方法（Timeline Follow-back procedure）と異

なることである。しかし、自己記入式調査はカウ

ンセリングの介入者が行う対面による聞き取り

よりも回答結果に影響を受けにくいのではとい

う議論がある。さらには、血液データのような客

観的な評価項目を自己記入式アンケートの回答

結果と組み合わせることで回答者の飲酒量の変

化について整合性の参考にすることができる。2
つ目に、SBIに関するすべての研究において言え

ることであるが、研究参加者の盲検化ができない

ことがあげられる。第3にセレクションバイアス

はあり、全国での一般化可能性を考慮すると大規

模で全国規模の介入試験が必要となる。研究参加

者が就労上の不利益を被ることがないように個

人情報管理は徹底して研究を行う必要がある。

Ｅ．結論
2017年度にわが国の中高生の飲酒及び喫煙行

動を明らかにするための全国調査を実施した。中
高生の飲酒頻度および喫煙頻度は前回調査と比
較しても減少していた。週飲酒率、月喫煙率、毎
日喫煙率は、極めて頻度が低くなっていた。飲酒
者の中に多量飲酒者やビンジ飲酒者（機会大量飲
酒者）が一定割合含まれていること、多くの飲酒
者や喫煙者がアルコールやタバコを自ら購入で
きていること、ノンアルコール飲料の使用頻度が
高いこと、中高生がアルコールハラスメントの被
害を受けていること、新型タバコの頻度が紙巻タ
バコに近いくらいあること、値段・年齢確認・自
販機の制限は入手困難性を上げていると考えら
れたこと、受動喫煙の曝露頻度が高く家庭外での
頻度が減っていないこと、睡眠障害の頻度が相変
わらず高いこと、インターネットの過剰使用の割
合が大きく増加したこと等が結果の特徴であっ
た。
わが国の成人の飲酒行動に関する全国調査：20

18年5月には成人の飲酒行動に関する全国調査の
結果が納品され、集計解析を実施し、調査主体の

AMED研究班に結果を報告した。2018年全国調査
で、男性のAUDIT12点以上、1日40g以上の飲酒
者の割合が2013年に比較し有意な減少を認めた。
機会大量飲酒（30日以内に、1回純アルコール60 
g以上飲酒）者割合は男女計で増加を認めた。 
国内外の減酒支援についてのエビデンス、介入

の実施方法等について文献収集し、エビデンスを

整理し、研究班員の協議により日本に適した減酒

支援プログラムを開発し、介入手順、介入媒体、

ベースライン・半年後・1年後調査票、調査回答

用スマホアプリ、飲酒日記のスマホアプリを開発

した。鳥取県、島根県の協力の得られた事業所の

従業員を対象に、産業保健現場で保健師が介入す

るSBIを実施することで、飲酒習慣が改善するか

どうかを検証するために介入研究無作為化比較

試験（Randomized Controlled Trial）を実施し

た。5つの事業所の従業員2,276名の不適切な飲酒

のスクリーニング（AUDIT）の結果を参照し、8点
ことが出来る。一方で、弱点としてはアルコール

以上を示した380名のハイリスク飲酒者に対して

参加協力を呼びかけ、2019年1月から12月の期間

に351名から研究参加の同意が得られた。研究班

で作成したワークシートによる通常版の節酒支

援（15分程度）もしくは、短縮版の節酒支援（5
分程度）による介入群とリーフレット（コントロ

ール群）提供の対照群の3群に無作為に割り付け、

介入効果を検証した。協力の得られた5つの企業、

2,276名において、AUDITの結果を見ると約22％
がハイリスク飲酒者疑いと判断された。参加同意

の得られた集団は均等に割り付けられ、40-50歳
代であり、ほとんどは男性で、9割以上が週3日以

上飲酒し、7割以上が30日以内に機会大量飲酒を

経験していた。直近の174例の分析では、通常版

介入群で48.8g/週の飲酒量の減少がみられた。ま

た、飲酒頻度の改善効果は認められないが、機会

大量飲酒者の割合の減少が通常版と短縮版の介

入群で認められた。産業保健現場でのSBIの実施

はプライマリケアなどの医療の現場よりも若年

の集団に対して予防効果が期待され、企業や地域

の健康指標を改善し、アルコールによる害を減ら

す重要な戦略の一つとなる可能性がある。

Ｆ．健康危険情報

 特記事項なし

Ｇ．研究発表

１．論文発表

２．論文発表

１）Kinjo A, Imamoto A, Ikeda M, Itani O, Ohida T,
Kaneita Y, Kanda H, Tanihata T, Higuchi S, Osaki Y.
The Association Between Alcohol-Flavoured
Non-Alcoholic Beverages and Alcohol Use in
Japanese Adolescents. Alcohol Alcohol.
52(3);351-357,2017.
２）Morioka H, Itani O, Osaki Y, Higuchi S, Jike M,
Kaneita Y, Kanda H, Nakagome S, Ohida T. The
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association between alcohol use and problematic 
internet use: A large-scale nationwide cross-sectional 
study of adolescents in Japan. J Epidemiol. 
27(3):107-111, 2017. 
3) 尾崎米厚. アルコール依存症患者の大多数は

治療につながっていないって本当ですか ?
Modern Physician. 38(8);822-825, 2018.

4) 尾崎米厚. アルコール健康障害の現状と疫学

の最新知見. 臨床栄養. 133(6);777-782, 2018.
5) Morioka H, Jike M, Kanda H, Osaki Y, Nakagome
S, Otsuka Y, Kaneita Y, Itani O, Higuchi S, Ohida T.
The association between sleep disturbance and
second-hand smoke exposure: a large-scale,
nationwide, cross-sectional study of adolescents in
Japan. Sleep Med. 50;29-35, 2018.
6) Kinjo A, Kuwabara Y, Minobe R, Maezato H,
Kimura M, Higuchi S, Matsumoto H, Yuzuriha T,
Horie Y, Kanda H, Yoshimoto H, Osaki Y. Different
socioeconomic backgrounds between hazardous
drinking and heavy episodic drinking: Prevalence by
sociodemographic factors in a Japanese general
sample. Drug Alcohol Depend. 193;55-62, 2018.
7) Kuwabara Y, Kinjo A, Fujii M, Imamoto A,
Osaki Y, Jike M, Otsuka Y, Itani O, Kaneita Y,
Minobe R, Maezato H, Higuchi S, Yoshimoto H,
Kanda H. Heat-not-burn Tobacco, Electronic Cigar
ettes, and Combustible Cigarette Use Among Japa
nese Adolescents: A Nationwide Population Surve
y 2017. BMC Public Health 20(1);741. doi: 10.11
86/s12889-020-08916-x. 2020
8) Kuwabara Y, Kinjo A, Fujii M, Imamoto A,
Osaki Y, McNeill A, Beckley-Hoelscher N. Comp
aring Factors Related to Any Conventional Cigaret
te Smokers, Exclusive New Alternative Product U
sers, and Non-Users Among Japanese Youth: A N
ationwide Survey. Int J Environ Res Public Healt
h 17(9);E3128. doi: 10.3390/ijerph17093128. 2 0
20
9) Otsuka Y, Kaneita Y, Itani O, Jike M, Osaki
Y, Higuchi S, Kanda H, Kinjo A, Kuwabara Y,
Yoshimoto H. The Relationship Between Subjectiv
e Happiness and Sleep Problems in Japanese Adol
escents Sleep Med. 69;120－126,2020
10) Kinjo A, Kuwabara Y, Fujii M, Imamoto A,
Osaki Y, Minobe R, Maezato H, Nakayama H, T
akimura T, Higuchi S. Heated Tobacco Product S
mokers in Japan Identified by a Population-Based
Survey. J Epidemiol. 30;doi: 10.2188/jea.JE20190

199. 2019
11) Sakakihara A, Haga C, Osaki Y. Association
Between Mothers' Problematic Internet Use and th
e Thinness of Their Children.  Cyberpsychol Beha
v Soc Netw. 22(9);578-587.2019
12) Sakakihara A, Haga C, Kinjo A, Osaki Y.Ass
ociation between mothers' problematic Internet us
e and maternal recognition of child abuse. Child
 Abuse Negl. 96;104086. doi: 10.1016/j.chiabu.20
19.104086. Epub 2019 Jul 30. 2019 

13) 中村正和, 田淵貴大, 尾崎米厚, 大和浩, 欅
田尚樹, 吉見逸郎, 片野田耕太, 加治正行, 揚松
龍治. 加熱式たばこ製品の使用実態、健康影響、

たばこ規制への影響とそれを踏まえた政策提言
日本公衆衛生雑誌. 67巻1号;3-14, 2020 

14) 尾崎米厚. インターネット依存の現状. 保健
の科学 62(1);55－60, 2020
15) 金城文、尾崎米厚. ゲーム障害関連の疫学.
医学のあゆみ. 271(6);567－571,2019
16) 尾崎米厚. 児童生徒の喫煙・飲酒防止教育.
公衆衛生. 83(6);448－453,2019
17) 金城文、尾崎米厚. わが国における女性の飲

酒の現状. 地域保健. 50(2);30－33, 2019

２．学会発表

１）尾崎 米厚, 金城 文, 桑原 祐樹, 今本 彩,

真栄 里仁, 美濃部 るり子.  飲酒と健康のト

ピックスと疫学的根拠 アルコールによる健康

障害についての最近の疫学的知見. 日本アルコ

ール・薬物医学会雑誌, 52(4):229,2017(学会

シンポジウム)

２）尾崎 米厚, 金城 文, 大井田 隆, 桑原 祐

樹. 思春期公衆衛生領域におけるトピックス～

研究の最前線から未来への発信～ 未成年者の

飲酒および喫煙行動に関する最新動向. 日本公

衆衛生学会総会抄録集, 64(10):244,2017(学会

シンポジウム)
３）辻 雅善, 今本 彩, ウォーターズ・ブライア
ン , 原 健二, 久保 真一, 尾崎 米厚. 新生児毛
髪からのFatty Acid Ethyl Estersの測定方法の
検討 胎児のアルコール曝露の証明.日本衛生学
雑誌;74(Suppl.);:S149, 2019.
４）榊原 文, 芳我 ちより, 尾崎 米厚. 母親のイ
ンターネット依存と主観的虐待観との関連.日本
公衆衛生学会総会抄録集;77回:376, 2018.
５）金城文、尾崎米厚. 多量飲酒と機会大量飲酒
(ビンジ飲酒)における社会経済的要因のちがい.
日本公衆衛生学会総会抄録集;77回:370, 2018.
６）尾崎米厚、金城文. 公衆衛生学的立場からみ
た行為依存症(ギャンブル依存症/ネット・ゲーム
依存症)の最前線 現在社会問題化している行為依
存症についてのオーバービュー. 日本公衆衛生学
会総会抄録集;77回:92, 2018.
７）大塚 雄一郎, 兼板 佳孝, 井谷 修, 地家 真紀,
中込 祥, 尾崎 米厚, 神田 秀幸, 樋口 進, 鈴木
健二, 大井田 隆. わが国の中学生・高校生の睡
眠の質と不健康な食習慣の関連について. 日本睡
眠学会定期学術集会プログラム・抄録集;43回:23
4, 2018. 
８）美濃部 るり子, 杉浦 久美子, 湯本 洋介, 岩
原 千絵, 石川 葉月, 尾崎 米厚, 樋口 進. 女性
とアルコール 女性アルコール依存症の心理的背
景とマインドフルな態度. 日本アルコール・薬物
医学会雑誌;53(4):97, 2018. 
９）金城 文, 尾崎 米厚, 桑原 祐樹, 今本 彩, 藤
井 麻耶. 女性とアルコール わが国の一般集団に
おける女性のアルコール使用実態. 日本アルコー
ル・薬物医学会雑誌;53(4):96, 2018.
１０）樋口 進, 中山 秀紀, 松崎 尊信, 三原 聡子,
前園 真毅, 北湯口 孝, 尾崎 米厚, 金城 文. ゲ
ーム・ネット使用に関する実態調査. 日本アルコ
ール・薬物医学会雑誌 2019;54(4):89. 
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１１）大塚 雄一郎, 兼板 佳孝, 井谷 修, 尾崎 
米厚, 神田 秀幸, 樋口 進, 地家 真紀, 大井田 
隆. わが国の思春期における主観的幸福感と睡眠

問題の関連について. 日本睡眠学会定期学術集会

プログラム・抄録集 2019;44回:225. 
１２）辻 雅善, 今本 彩, ウォーターズ・ブライ
アン , 原 健二, 久保 真一, 尾崎 米厚. 新生児
毛髪からのFatty Acid Ethyl Estersの測定方法
の検討 胎児のアルコール曝露の証明. 日本衛生
学雑誌 74巻Suppl. Page S149, 2019.
１３）野津 あきこ, 桑原 祐樹, 金城 文, 尾崎
米厚. 東日本大震災後に実施した福島県A町にお
けるBDHQ結果の検討. 日本公衆衛生学会総会抄
録集78回;558, 2019.
１４）金田 由紀子, 奥谷 はるか, 松田 佳菜子,
小林 裕樹, 朴 大昊, 金城 文, 尾崎 米厚. 住民
自治組織と大学の協働による健康講座の活動報
告(第二報). 日本公衆衛生学会総会抄録集 78回;4
40, 2019. 
１５）奥谷 はるか, 金田 由紀子, 松田 佳菜子,
小林 裕樹, 朴 大昊, 金城 文, 尾崎 米厚. 住民
自治組織と大学の協働による健康講座の活動報

告(第1報). 日本公衆衛生学会総会抄録集 78回;4
40, 2019. 
１６）榊原 文, 芳我 ちより, 金城 文, 尾崎 米厚.
 母親のインターネット依存とBonding failurei
との関連. 日本公衆衛生学会総会抄録集 78回;40
0, 2019. 
１７）金城 文, 尾崎 米厚. スマホ・ネット・ゲ
ーム依存対策の最前線～公衆衛生学的アプロー
チ～ スマホ・ネット・ゲーム依存の最近の動向
公衆衛生の立場より. 日本公衆衛生学会総会抄

録集 78回;105,2019. 

Ｈ．知的材先見の出願・登録状況

１．特許取得

  該当なし

２．実用新案登録

  該当なし

３．その他

  特記すべきことなし
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